
パキスタンの工業開発

と PIDC  
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l. 工業政策声明

インド，バキスタンの分熙後行なわれた1947年

の迎業会議の結果に袖づき， 翌48年にパキスクン

政府は産業政策声明暉1)を発表したが， この声明

のなかで政府は， バキスタンの国民経済の後進性

に言及し，•国の経済1)廿発の重点が股業と，股業頑

料に依存する諸了業の育成や開発にある点を強湖

した。そして従来， 工業の！｝廿発が地方行政単位で

行なわれていた点をあらためて， 全l屈的な規樅で

の経済OE発， つまりプランニングの巾央集椛化を

強化する方向に・一歩すすんだ。しかし，このことは

後進園の経済開発の場合に一般に考えられてい

る＞・行政の•一元化による事務能率の簡索化をねら

った技術的な変更であって， バキスタンの経済体

制が， 征幹湮業の同行化をはじめとする社会主義

型のそれに移行することの可能性を意味したもの

ではなかった。政府はこの声明のなかで，その嵐

接統制下におく諸工業を従来の鉄道・通伯網にく

わえて， 軍術工業・水力発霞・鉄遥車両製造業な

どの数部門に限定し， 困(/)工業1)豚発を民閥賓本の

自主的な迎出によって行なう方針を確認した。結

岡この産業政策声明によって， バキスタンは，

試の経済測発を資本主義経済機構のらとに推巡す

ることを基本的限度とすることを表明したのであ

り， その前捉に民間登本の進出に対する過大の期

待があった。 しかしその後のパキスタンの，少な

くとも工業開発にみられる追の経過は， 民I趾資

本のT業部門への進出と活動がきわめて消極的で

あり， かつ小規検なものであったことを示してい

る。

2. インド・パキスタン分離

分離によってバキスタンに編入された地域は，

IEIインド領のr-1:1でももっとも開発のおくれた地方

であった。かつての柏民地経済の「hで，バキスタ

ンの地は食粒l生鹿地および低廉な季節的労働力の

供給地としての位四を与えられ， とくに今日の西

バキスタン地方は小麦を， 束パキスタンは米を，

インドI1(i大陵の他の地城に供給していた。また食

用股産物の生産とならんで， パンジャブの綿花と

束ペンガルの原料ジュートが， 換金作物として広

く栽培が行なわれていた。 これらの股迎物の栽培

を枯礎とした股業経済と多分に自給自足的な股村

家内工業の存在が， バキスタンの地の経済的裂づ

けをなしていた。

分離前にこの地方に居任した人口は， i日インド

の全人口の約20％を占めていたが， そこにはすで

にインドの各地におこっていた工業の発達の影勝

をうけて若千の工業企業の設立が行なわれたほか

は，みるべき工業施股の存在がなかった。分離前

(/）1941年に行なわれたセンサスでは， 栢民地イン
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ドの全人口のわずか 1.5％が近代的・組織的工業

に従事し， 9％が小規模家内工業に従事していた。

しかしこのうちT賜制工業の大部分は地理的にみ

てインド亜大陸の沿岸諸都市， とくに歴史的に商

業資本の拠点となったポンペイ，マドラス，カルカ

ッタなどの大都市周辺に集中していた。 これらの

工菜は第 1次， 第2次大戦を通じて急速に拡大し

たが， 分離によってその施設の大部分がインド側

に含まれ， 同時に有能な経営者，府級技術者，熟

純労働者の多くがインド共和国に所屈した。

パキスタンの地に存在していた丁．業力は， 1945

年当時の登録工場（注2)についてみた場合， 1日ィン

ドの工場総数の9.6%， 工業労傷者総数の6.5％に

すぎなかった。 さら！ここれを綿紡紙やジュートの

加工工業など七つの宅要業種にかぎってみるとき

工場総数の3.6%，工業労励者総数の2.6％のみが

バキスタン側に所属した地域に存在していた紐3)。

しかも各工業の規樅や業種の個向， およびその技

術水準などの点を考虚すると， ィンドとパキスタ

ンのそれぞれが継承した工業力の質的なi股差はき

わめて大きい。

バキスタンが継承した物的・人的究源がインド

のそれに比し， きわめて貧山であったことは，結

局棺民地時代における同教徒と非同教徒の政治的

発言力ゃ， 経済的実力のi餃差の反映にほかならな

い。歴史的にみても， 19世紀中莱にいたるまで(/)

数世紀にわたるムガール朝との闘争において勝利

をおさめたイギリスは， 民族的支配権を［旦l教徒よ

り取り上げ， かれらを弱体のままに維持する政策

をとった。回教徒は行政関係の要職につく機会を

閉ざされ， 同時に廊業・貿易・工業企業の設立，

経営参加への進出も阻将された。 1920年代以降，

印涸分裂政策により回教徒の利用がみられたが，

全体としては分離・独立の時期にいたる約 1批紀

の間に， 匝教徒社会の経済的仰滞が持続され，バ

キスタンの地における商業・貿易・殺業登本の大

部分は非回教徒によって常捉されていた。

分離につづいて起こった大規樅な住民移動は，

これら非回教徒のi胤人・技師・探本家， すなわち

企業主・金粕業者・深師・裔級技術者・官吏・地

主などのインド側への逃避をひき起こし， その移

住にともなう大屈の狡鹿の脱出が行なわれた。こ

れら人的・物的探産の流出は， その後のバキスタ

ンの経済開発にとって， 大きな打撃となった。ま

たこの大規桃な住民移動ほきわめて無統制・無計

両に行なわれたため， 新しい国税周辺の都市や股

村には過大な人口庄力が生じ， 社会・経済生活を

況乱におとし入れた。とくにバンジャブ地方のエ

業施設の大部分が集巾していたラホールやラヤル

プールでは， 住民移動の証乱時に多くの施設が破

壊され， ラホールの場合， 同地区の工業経営の全

流動資本の約58.8％がインド側に流出したと推定

されている他4)。

結局，バキスクンは分離によって全人口の約20

％，工業施設の約10%，工業労伽者総数の約6.5%

を得たのみで， インドとは比較にならぬくらいの

第 1表 バキスタンの鉱工染生産指数
(1950年=100) 

- -----年淑戸·ー••----l,L 架！製造菜 i 鉱L潔・-- ・-
1950 I 100.0 I 100.0 I 100.0 
1951 I 108.5 I 123.6 I 122.0 
1952 I 133.6 I 155.4 I 153.2 
1953 I 147.7 I 202.4 I 196.7 
函 149.9 泌5.3 I 2.53.2 

1955 I 1閲．8 I 336.6 I 318.0 
1956 I 184.9 I 381.7 、361.0

圏iEi｛請こi塵＿1-日；旦i-I-i[ i_ 
1957 192.8 I 404.2 i 382.0 
1958 I 219.3 I 430.8 I 408.6 

（注） （a）中問報告。

(lll所） CentralSuiti:ゞti四 IOffice, Statistical Bulle・

がn,Vol. 9, No. 12, Dec., 1961, p. 1632. 
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工業力しか受けつがなかった。分維後，今Eまで，

パキスタンの工業生産は， 第 1表tこみるごとく急

迷な発展の経過を示しているが， 発展しているの

は， ほとんどが股韮原料や鉱産原料の加工を行な

う工業部門，とくに綿およびジュート紡紆1であり，

その他の工業は， 少なくとも大規樅T．業に関する

かぎり， PIDCを通じる国家資本の投下によって

強行されている場合をのぞき， ほとんど存在して

いない。

3. 民間資本の動向

バキスクンの産業斑本ほ， 発生史的には民族的

な商業・貿易資本と， J此業部門における菩梢の若

干の！I伝化によって形成されてきた。植民地経済下

における商業・貿易資木は圧斜的に非回教徒系炎

木によって占められていたが， それでも！日インド

の主要諸都市には背T・の回教徒系資本が集「I1しJ

発展していた。 これらの資本のうち，その拠点を

現在のバキスタンの地に有していたもの， および

分離により， パキスタンの地に逃避してきたもの

ほ，引きつづき前期的資本としての活勁をつづけ

る一方，除々にその資木を生産部門に投下し， 民

族的な産業探本の形成に真要な役割を果たしてき

た。

バキスタンの総人口の約80％が依拠する股村経

済しま体制的には大土地所有佃1であり， 直接生腟者

は極度に生産性の低い答殺11経営であり， 東・丙パ

キスタンを通じ自作股t：：：股民の約40％にすぎず，

過半数の股民が多かれ少なかれ小作股であり， そ

の小作料は収穫の半ばから70％に達し， 自作股の

うち西パキスタンでは50%， 束バキスタンでは60

％が生活維持最低限の生活を送っているといわれ

る紐5)。

地主囮のうち， かなりの者は自己の菩稲を工業

生産に投下したが， その対象は主として西バキス

I6 

タンでは綿花の梱包工場や製粉所， 東パキスタン

ではジュート圧搾工場や籾米所であり， ｝災産原料

の第 1次加工関述の副次的な企業への投資にかぎ

られていた。少数の地主がその他の工業企業， tこ

とえば梢糖，綿紡糾， 皮革製造の諸工菜や，また

悔上1愉送，新聞発行などの経営に参加した。地主

の工業生荘への進出の度合いは， 地域的にもかな

りの差があり， その経済的な発達水準の比較的荘

いパンジャブにおいては， この傾向は他の地域に

比し顕著である。 しかし全体としてほ，地主の多

くは現状に尚足し， 土地への再生産投斑に向けら

れるほかは， その貨幣斑本の大部分は股村におけ

る府利貸し・商業・銀行業などの流通領域に投下

され，または投金屈・装飾品の購入， 冠婚葬祭費

など非生荘的支出に向けられ， 廊菜斑本への転化

に対してはきわめて消極的であった。一般の股民

の微弱な菩禎も， 地主肘のかなりまとまった資金

も， 危険が多く資本が長く固定し回転のおそいエ

業部l町への進出をきらった。

バキスタンの産業資本の形成にもっとも重要な

役割を果たしてきたのは， 分離後ポンベイやアー

メダパードをはじめとして， 外地においてすでに

かなり発股していた回教徒系商業・貿易資木のう

ち， 分離後バキスクンに移住してきたグループで

ある。 これらの商業・貿易斑本はパキスクン移住

後， 1 次産品の鞄出と，消喪財•生陸財の轍入に

おいて着実に利得し， 除々にその資本を工業生産

に投下した。西パキスタンにおける綿紡績工業や，

52年以降 PIDCとの結合によって行なわれたジュ

ート紡絞工業の発展が，その代表的なものである。

そのうち代表的な個別民間大資本にはアダムジ

ー，ダーウッド，ダーダ， ワリカ，ファンシー，

ハビブ， イスパィヽ ニー， イスマイ）りなどのグ）レー

プがあり， かれらの前身はほとんど現在のインド



共和国に含まれる諸都市において商取引に従事

し，パキスタン移住後， 従来の業種を拡大する一

方，銀行・保険業などをおこし， パキスタン経済

の発展とともに断次工業生産とくに綿紡紐工業の

設立に資木投下を行なってきた。親在においても，

パキスタンの痙業資本は多分にこの商業資木的性

格を残しており， ILOの謂査報告もパキスタン

の荘業炎本家には商業・金融界の出身者が多く，

生産部門や労使関係などの而よりも営業部門や資

金而により多くの関心を払う煩向がある， とのベ

ている（注6)。

これら民閻資本の動In」は， 分離・独立後パキス

タンが直而した国際梢勢の変動や， それに対処し

た一述の政策によって規制されてきた。 50年に勃

発した朝絣動乱は， 綿花・ジュートなどの 1次産

品の国際価格を大幅に騰貨せしめ， この時期にパ

キスタンの輸出額は念激に削加した。 しかし動乱

の終姐とともにこれら 1次産品の輸出は倅滞し，

同時に商業・貿易資本の利渭が低下の領向を示し

た。国際収支の悪化は怖入制限を強化せしめ，原

材料・機械などの不足を生じ， 経済I紺発に大きな

支防をもたらした。 この時期におけるバキスタン

の諭入政策は， 52年 8月までは資木財の楡入は非

ドル地域にかぎり， 0.G.L.制のもとに許可が与

えられていたが， プラントや槻械についてはドル

地域からも O.G.L.租llによる翰入が認められてい

た。そのためi愉入制限の強化と比例して翰入許可

状の濫用がほげしくなり， とくに工業用の名目で

桔入された原材料の横流しがひんばんに行なわれ

た（注7)。52年に行なわれた O.G.L．制の廃止は愉

入をいっそう制限した。 しかしこの措悶は綿紡組

にかぎってみるとき， むしろパキスクンの綿業の

急速な発展を生む結果になった。すなわち，綿糸

布の前入制限は，その国内価格を膝裳せしめたが，

一方では原綿の国内価格は急杓名をつづけた。 また

53年に日本との間に結ばれた甜性能の機械の轍入

に関する廷べ払い協定の成如ま， それまで綿糸布

・綿花の翰出入に従事 Lていた商業・貿易究木を

綿紡糾エ菜に転化せしめる重要な契機となった。

しかしその他の語工業については i愉入11叫限は，

その発展を制約した。

4. 金蔽機関

工業政策の声明後， 政府は民間資本の進出を助

長するため， 国内金釉機関の腺鼎および各種金羅

公社の新設をあいついで行なった。

金磁機炭のうち銀行業についてみると， 年々パ

キスタン系銀行の地加と， 外国系とくにインド系

銀行の減少がめだっ。バキスタン系銀行ほ支店数

をふくめて48年の25行から， 59年の 324行に増大

したが， 同期閻にインド系は 151行から37行に減

少した（注8)。 これら一般市中銀行の預金高は同期

閻に 8岱8000万ルビーから 26似2000万ルビー！、こ埴

加し， その貸付額も59年には11低7900万）レビーに

逹している。 しかし製造工業への貸付高は年々増

加の一途をたどっているが， 性格的にはその大部

分が短期のつなぎ謡！資であり， 設備拡大にともな

う資金而要の増大に応じてはいない(tl:9)。

49年に政府は授権斑木3000万）四ピ ーでパキスタ

ン産業金融公社 (PIFC)を設立し，工業金融の強化

をはかった。 PIFCは初期にあってしま琺資対象を

工業関係の株式会社と， 協同組合に限定していた

が，その後対象を鉱業•発屯事業関述部門にも拡

大し，とくに 1953.........,54年に延べ払いで登本財を愉

入するパキスクンの韮業資本家のために， 外国の

尊出業者にたいして伯用状を発行する権限があた

えられて， その業務も拡大した。しかし1956,..__,57

年より外貨不足による柿入制限がふたたび強化さ

れるとともに， その活動は急速に紹小し，とくに
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57年に設立されたバキスタン産業俯用投斑公社

(PICIC)との機能」この重複をさけて， 61年には迎業

開発銀行 (lDB)と名称を改め，その業務詞1・小

規模工業への園資に移行した（注10)。

一方， 57年に設吃されたパキスクン腟業信用投

資公社 (PICIC)は，授権資木 1低5000万ルビーの

砂 60年現在で 2000万）レピ ーが応翡即みであり，

このうち 40％にあたる800万）レビーが外貨である。

PICICは外究の祁入を禎極的に行ない， PIFCが

その財源を政府支出にのみ依存し， 政府の規制を

強くうけ， その窟淡額もきわめて小規樅である，

などの点を補うことを目的とした。 60年12月末祝

在で，総額 1低6096万ルと＾ーの貸付契約が結ばれ

ているが， 内容的｝こは大口貸付の比重が大きく，

対象部門別でも綿・ジュート紡組に集中し， その

他の工業企業の設立・育成に対する貢献度は低い

（注11)。

1952,._.53年以降， 各糀の減免税や保殴貿易など

課税政策による民間資本の工業祁Fりへの進出がは

かられたが， 47年から56年にかけての状況は， 資

本発行法に諾づく斑本発行承認高によってみると

総額21似4940万）レどーであり， このうち綿・ジュ

一況紡紹で 37％をしめている位12)。また第 1次5

カ年計画では，工業部1町tこおける開発支出はPIDC

を中心とする公共投斑が約 14倍8000万）レビ-,民

間投斑が約 17億3500万）レピ ーと予定していたが，

実際にはそれぞれ7低5000万Jレと゚ ーおよび11億）レ

ピーの支出と推定されている造13)。民間資本のエ

業綿門への進出ほ， その規桃において小規模であ

るばかりでなく， 対象業種も資本の1且i伝の速い消

鼓財工業ないしは軽工業邪rりに個し， いわゆる砧

幹産業の設立や， その凋発の見通しは皆無であっ

た。

（注 1) Government of Pnkistan, Ministry of 

ェ8

Industries, Statement of l}曲 stria[Policy, Apr., 1948. 

(ti~ 2) 1934年のエ湯法 (FactoryAct, 1934)に砧

づき，務録を義務づけられた＿て場。勁プ）を使用し，労

慟1-'!2(）人以上の規樅の工場を指す。

(tl~.1) S. M. Akhtar, Economics of Pakis/a凡 Vol.

2, l--:1horc, Publishers Uuitぷ1,1956, pp. 3~4. 

(i-'E 4) A. A. Anwar, Effects of Partitio,i on 

Industries in the Bprder Districts of Lahore and 

Sialkot, 1953, p. 50. 

Ci:t 5) Government of Pakistan, Credit E呵 Iヽ切

Commission l?e/,ort, Karachi, Sept. 8, 1959, p. 79. 

CH: 6) 1. L. 0. Re炉rt()ifJl..0 Productive Mis-

siom to Under-developed Countガes,Aug., 1957, pp. 

8~9. 

（注 7) Ministry of Economic Affairs: Report()I 

the Economic Appraisal Committee, Nov., 1952, p. 

92. 

（注 8) S. M. Akhtar, Economics of Pakistan, Vol. 

2. Lahore, Publishers United, 1961, p. 2町．

（注 9) Cr孤itEnquiry Commission Report, op. 

cit., p. 113. 

（注IO) "PIFCO's Conversion into恥 nk",Tlze 

Pakistan Times, Sept. 5, 19Gl, p. 9. 

Ul:11) "Annual Report of the PICIC. for 1960", 

State Bank of Paldslan, Bulletin, Apr. 1961, pp. 10 

~ 1 1. 

（注12) Govern~ent of Pakistan, Pakisfmt Wcl-

comes Foreign bwestmetlt, p. 60. 

（注13) Planning Commission, The Second Five 

Year Plan, June, l約0,pp. 220~221. 

II 機梱と実細

1. 機構

｝裳業生産の仰浙， 着史に増大する人目圧力，消

質物資にたいするばく大な廂要， そして恒＇常的な

国際収支のひっ迫などの諸事態に直而して， バキ

スクンとしては外貨獲得の， または節約のための

有力な条件を作りだす切実な必要があった。 しか

し鹿業政策に表明された民間資本の租極的な巡出

による賭工業の開発の迎捗が， 当初の期待を甜た



さなかったばかりか， さしあたり工業化の将来に

たいする悲観的な見通しをいだかせる状態にたい

し，パキスタン政府は既述のごとき一連の諸政策

と平行して， 工業化を， PIDCを通じる国家斑木

の投下によって強行する政策を表而化した。

5岬 4月に制定されたPlDC法(PakistanIndustrial 

Development Cor匹 rationAct, 1950)は， このような

政策の具休的実現であった。そして当初における

PIDCの活動目的は，以下の諸点に要約されえよ

う。すなわち， 国家登本の投下は，従来種々の理

由により民問資本の進出が不可能であったか， ま

たはその規模が小さく， しかも国家経済にとり基

礎的な性格をもち， かつさしあたり採符の見込み

ある工業部門にたいしてなされる。 しかしその目

的とするとこるのものは， 民・岡資本の誘発にあっ

て企業の国有にあるのではない。それは工業企業

設立の初期に予想される種々の危険の同家負担に

よって，民瀾資本の進出を容易にすることにある。

したがって，個々のプロジェクトは完成後， 順次

民閻資本に売却されねばならない。

このように PIDCによる工業企業の股立は，あ

くまでも民1昔j資本への売却を前提としており， 終

局的には民閻贅本による工業開発にその目的があ

るが， しかし当初l 民問資本の初極的な進出に期

待した国の工業化は， 結局ヒからの強力な働きか

けによって推進される経過をとるにいたった。 ま

た国家斑本の投下は， 従来民間資本の進出がほと

んど行なわれていなかった工業に重点をおくこと

を目的としたが， 実際には主要とみられる工業で

未開発の分野に工業企業を創設し， 既存のものは

これを助長するというように， PIDCは現在のパ

キスタンのほとんどの主要工業の育成に関係して

きている。これらの工業は， パキスタンにあって

は数少ない「大規楼工業」のほとんどを含んでお

り，その恋味でバキスタンの工業，とくに大規模

工業開発の可能性は PIDCにより初めてあたえら

れたと言えるだろう。

PIDC法の制定より約2年後の52年 1月にその

最初の理事会が召集された。迎事会の構成只の人

選やその任命は， 中央政府によって行なわれる建

て前であり，屯任の 5 名の理事：•こよって構成され，

うち 1名が理事長に任命される。今日までその構

成貝に選ばれた者は， いずれもパキスタンではか

なり名の知れた実業家であり， これにアユプ政権

樹立後の高級軍人の台頭がめだっている。 とくに

有力な民閻の大資本の代表者が名をつられ たと

えばM•A ・イスパハニーは 52年 1 月から56年 1

月まで， イスマイル資本の代表者であるナシー）レ

• A.互イクは 53年8月から56年3月まで， G

. M ・アダムジーは 54年8月から59年3月まで，

モハメッド・アリ・ハビブは 56年5月から59年3

月までの期間， それぞれ理事の職にあったは14)。

かれら民朋の大賓本家がこうした国家的機関の

要戦につくことは， 一而ではバキスクンにおいて

依然として絶対的に不足している， 大規校企業の

経営者としてのかれらの能力を利用するという利

点とともに，他面では民閻大資本が PlDCの各プ

ロジニクトの社、I.9ヽ 下げを受ける場合に， きわめて

有利な立場に立つという佃向を生んでいる。事実

払い下げの際の民周資本と PIDCとの取引には一

つの傾向， すなわち払い下げが少数の大登本によ

って独占されているという事実を顕著にしてい

る。 しかし政府にとっての関心事は，国家斑本に

よる主棠企業が民間斑本に府代わりされるという

点にあり， それが少数の，一部の大資本に集中す

るといった事態には， 木来2次的な窓義があたえ

られていると思われる。究本の集中はバキスタン

経済にあっても， しだいに顕著になりつつあると

19 



はいえ， いまだ生廂力の附大にたいする性急さは

分i配の不平等にたいする1灯心を はなはだ弱いも

のにしているのであるC

鴎恨木への売却に先だっ PIDCのプロジェク

ト実施の一述の事務手線きは， 一般：＇こは以下のこ・

とくである。すなわち． なんらかの工場の建設計

両（ここでいうプロジェク！・の立案）ほ，事m1の碁礎

的な緞査をもふくめて PlDCが主体［内に作成し，

政府に提示する。具体的にはパキスクン叩業省と

脱務省と計画委貝会の 3機肉に申諮が行なわれ，

その承認をまって所要資金の公砕が行なわれる。

しかし従来の例では， ほとんどの場合，当初より

民瀾探本の， 応祁引き受けの行なわれたことはな

い。 ジュー刃紡紺れまいわば例外である。この公券

の日より 4カ月を経て応券引き受けのない楊合，

その全額または差額の引き受けは PIDCによって

行なわれる。発足したプロジェクトの経営心と

くに政府の指示のないかぎり衰材の購入・労鋤者

の屈用•生産管理・製品の版売など， すべての而

にわたり， 私企業とおなじ『f業ベースで行なわれ

る。つまり原則的には採卵を十分考虚に入れた経

営が要求される。 しかし本来私企業と競合しない

分野での企業経営であり， その生鹿滋および販売

価格は多分に政策的に決定される， いわば紬占的

条件をもっていることに注目する必要がある。

つぎに PIDCの資金源とその規模については，

i王ぽ以下のごとくである。PIDCの授椛資本は1000

万ルビーで，額而 10万）レピ ーの密通株式 100株よ

りなり，そのうち50株 (500万ルビー）が政府によっ

て全額応硲済みである。政府支出になるこの500万

ルヒ°ーは， PIDCがその発足にあたって必要とし

た賭施設の建設費として支出された。 したがって

偲々のプロジェクトの述設喪や， ；との迎蛍に要す

る預金の大綿分は， PIDCにたいする恒年の政府

zo 

支出， すなわちバキスタンの中央政府の二本建予

＄初の一つである「賓木予群」にふくまれる「開発

知 Jの一祁から麟されている。 1952会tl4諏

から59年 1年殷にいたる PIDCへの財政支出は以

下のこ＇とくである。

第2表 PlDCへの財政支llI

（饂： 10{｝万）レビー）
·--·一••一

年｝父 l支 I li 領

1952/53 
1953/54 

『̀(4月～ー［四ー5ーカ]-）、I________ ----

17 Al 
5G.21 
9li.70 
151./X) 

128.3(I 
2..10.8(} 
187. 5() 
141．収

（注） 幻I•年変 4 月～ 3 月，坊 1 年殷は除く。
(Iii所） Mohammad(hair, Govern,邸 ntSponsored 
Corporations iti Pakistan, Karachi, lnslitute of 
Pliblic and Business Administration, !959, p. 26. 

政府支出は毎年約 l{慈5000万）レヒnーから 2i忍)¥I

ピー程度であり， PIDCの活動贅金の大部分を供

給している。この P1DCへの財政支出卿な，木・来

バキスタンの一辿の投J関経済開発計袖iに8•tl：され

ている主菜開発斑金のうち， 大規樅こr．菜開発に割

り当てられた公共支出額の大部分｝こあたるもので

ある。たとえば，第2次5カ年計画におけるエ菜

開発衰金総額は 40似5000万ルビーであるが，その

うち公共支出分は11仰7000万）レヒつーであり， こ(})

うち 9低2000万）咋゜ーが大規樅工業に割り当てら

れ， さらにこのうち 8似2000万Jレビーが PIDCに

割り当てられているほ15)。したがって PIDCへの

資金割り当て額は， 第 2次 5カ年計画の工業開発

資金総額の約20％を占め， 公共投究だけにかぎっ

てみると，その約70%， さらに大規模工業部門の

みについては） その90％近くの比軍を占めている

ことにたる。このようにパキスタンの経済開発，

とくに大規樅工業細りに占める PJDCの役割によ



せる政府の期待は， 歿金供与面からみてもきわめ

て大なるものがあることがわかる。

政府の財政支出とば別に， 各種のf酋入金や援助

探金も皿要な資金源である。発足したフロジェク

トの述営の過程における諸経幾しま，しばしば｝以料・

製品・エ楊胞設などを担保とした市11・1銀行からの

偕入金でまかなわれている。その1枠入f蒻似， ＜ 

わしくは不明であるが， バキスクン系飩業飯行数

とその取扱科の1111加領l(Jから，将米 PIDCの重炭

な資金源となると息われる。

金磁機関からの他入とは別に， イ~!，f ｝｝りの民 1,1り狡本

の直接投資のケースがある。 しかし民／iり資本はジ

ュート紡糾を(J)ぞき， プロジェクトの発足当初よ

り資木参加を行なった事例はほとんどない。民I1＇り

資本が進出するのは， PIDC斑金による新設工場

の経磁がある程邸IV直Itこのり， 採節の見通しがた

ったこる， その株式を取得する）I釈で除々に行なわ

れるのが並辿である。

外国(J)民間資本の参加も，業種に似利があるが，

いくつかその例がみられる。西ドイツのパイエル

社は， パキスタンのダウドケルにある「染料・化

学製品工届Iに 180万）レビーの出狡｀をしているが，

この額は同工｝品の払込資本 600刀）レビーの 30％に

あたる。またイギリス資本としては，バーマ石油

会社 (Burm.illOil Co.).と辿邦叫発金融公社 (Com・

monwealth Development Finance Corporation)が，「ス

ィ・ガス送配会社 (Sui-GasTransmission Co.）に400

万ボンドの出資をして， 同会社の株式の49％を占

めている。同会社は 59/60年度に約2723万）レビー

にのぼる天然ガスを売却しており， その株式杞当

は57/58年が 7.5%,58/59年が 10%,59/60年が

12.5%ときわめて？揺率である血6)。外国の民間災

本はこの他には， クルナにある「スター・ジュー

卜紡絨'i」にインチケープ・グルーブ'(lnchccape

Group)が， またダッカの「バキスタン製邸会社」

に May& Bakerがそれぞれ投肝しているが，；と

(}）規樅は小さい。外凩資本のうち四ドイツの資本

ほ伝統的な化学工業：、こ， またイギリス資本は主に

絋沌物採取事業に投下されるという一般的煩向が

みられる。

上述のごとき政府の財政支出や，・バキスタンお

よび諸外1_|J1(/）民閥登木の祁入とならんで， 各種の

国際的機lyJを通じる， あるいは政府！柑協定に秘づ

＜借救や扱助がある。

PJDCが現在粕んでいる 1此火の（酋款協定は世銀

とのIlijに取りきめられているもので， ．l；;i訟）「ス

ィ・ガス送ifd会社」に 500万ボンド，「カルナプリ

製紙工楊」に 420万ドルの借款がそれぞれなされ

ている。がた 1わ1本とフランスとの11¥Jtこ， 化学肥料

工場建設のためのクレジット協定が結ばれており

チェコとの間には， ダウドケルのセメントエ楊拡

張にともなう 'iU気炉購入のパーター取引が結ばれ

ている。

一方援U)J供与もかなりの額に逹する。 60年 10月

末現在で， PIDC関係の語エ楊に与えられた各1乱

援助総額は 1低3800万Jレビーに(/)ぽる。金額では

アメリカが総額の約35％にあたる 4770万）ンピ ーを

供与し，うも4260万ルビーがダウドケルにある「バ

ック・アメリカン化学肥料工楊」に， 510]jルビー

が「メイカワル炭坑jの賂(;{｛i資金に支出されてい

る。 アメリカについでは，カナダが「メイプ）レ・

1)ーフ・セメント工場」に2145)jルピ ーを， ニュ

ージーランドがハイデラパードの「ス・イー）レ・パ

ック・セメン！工楊」に •780 万）レヒ゜-, およびデ

ワンガンジの「ス”ィール・パック硝糖エ船」と「ジ

ャイプルハット料浪江励」に 450万ルビーの援助

供与を行なっている。また1且述の一機1りJである

UNICEFもノシ五ラのDDT工場に117万Jレビー，

2I 



ダウドケルのペニシリン工場に 310万ルヒ゜ーの扱

助をそれぞれ行なっている。

これらのほか， アメリカ政府やコロンボ・プラ

ンや国連を迎じる各種の技術援助がある。

2. 実績

PIDCは，その投資対象として，あらかじめ限

定された指定エ菜をもっている。これらの工業は，

私企業と汲合しないかぎりにおいて， バキスタン

•国内で也窃にi信出される股淫原料の加工業を中心

とし， 国民経済の産業構造上の変化を怠図して，

いわゆる虚工業部門を創設すること， そして従来

外国よりの翰入に依存していた部門の自給限勢を

確立すること， などを考俎して選択されてきた。

この目的に沿って当初，ジュート加工業・製紙業・

諏工業・造船業・煎化学工業・化学肥料工業の 6

工業が指定され，その後 PIDCの業紐の進捗との

見合い， および新たに発見された天然ガスの工業

化など梢労の変化に応じて順次業種は削加した。

上記 6工業に新たに籾納・セメント・綿毛紡糾・

天然ガス・化学工業・スイ地区天然ガス開発事業

•石油化学・石炭など 8 工業が加わり， 計14工業

となった。 この指定.:.r.:菜の範囲は逐次拡大する傾

向にあり，事実上パキスクンの工業化は PIDCの

スケジュしールにおいてすすめられている状態にあ

る。

最近までに， 上記の諸工業に対してなされた

PIDCの投資状況一党は， 以下のごとくである。

No.[ 

第 3表 PIDC完成プロジェクトー位 (1960.10. 31現在） （iri位： 100万）レビー）

ミ・ 払込沢木額 I生産額翰出頷

プ ロ ノ ェ ク ト ト成年月面日民佑1| t1. |．函茄91959/60 西軍i函i•印
(7~6月）

［ 

----|（7~6月） （7～6月）1（7~CB.）

{A) 公開株式会社に切り換え済

1 Iアダムジー・ジュート紡絞 第 1エ楊 1951.1 
II 第 2工場 19s2.12I~ -I 50.ool 50.ool 96.21 1122.61 I 62.83 I 89.41 
” 第 3工場

2 アミン・ジュート紡紺
1956.3} 

3 クレセント・ジュート紡甜t i醤1:i }翌 ii:'｝請；腐 荘温I翡：腐1翌:f:I g：翡
4 チタゴン・ジュート紡絞 1954. 81 6.751 5.75112.501 17.88 
5 ビープルズ・ジュート紡鎖 195i1.1zi s.001 1s.001 20.001 21.10 
6 ラティフ・パワニイ・ジ ート紡絞 1956. 3 

t 
ユ． 4.00111.oot 1s.001 18.28 

7 ダウラトプール・ジュート紡絞 1955.IOI -I 7,501 7.501 6.01 
8 カリム・ジュート紡紋 1957. 31 3.001 3.101 6.101 8.23 

9 ダッカ・ジュート紡紐 1956.12] 3.001 5.571 8.571 9.72 
10 ニシヤット・ジュート紡絞 1957.12j 2.lOJ 7.90j 10.QO[ 8.97 
11 スター・ジュート紡絞 1958. 91 9.501 2.00: 11.501 4.00 
12 プラティナム・ジュピリー・ジュート紡紙 1958. 91 30.001 -I 30.001 1.81 
13 カルナプリ製紙工場 ． 1953.101 1.001 45.00I 46.0DJ 44.39 

14 クルナ新聞用紙工場 1959. 111so.001 -11so.001 - I 21.s1 
15 ナラヤンガンジ造船・機械製作工場 1957.12 4.50 3.00 7.50 2.23 2.70 

’’ II （拡張） 8．40 - 8.40 
16 ムスリム綿紡紋 1954. G[ 10.201 9.801 20.001 20.72 I 21.15 
17 アダムジ一高級板紙工場} 1955.11 14.29 14.44 
18 ノシェラ化学工場 1955. 2 

-I 30.001 30.00 3.11 I 2.83 

19 セティ・ボール紙工場 1955.11! 5．公
20 ラヤルプール化学肥料工場 ! 1957. 8! l.S'i: 
21 クラム化学工菜 I 1954. 81 0.0 
22 バック染料化学工業
23 バック・アメリカン肥料工場

24 樹ll行・テレビン油工場
25 ズイール・パック・セメント工場
26 メイプル・リーフ・セメント工場

22386610643321219537 
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....一••ー．．．．．．—•~--• ・ • ・・o • • --•• •• •• -• •一· •ー・

：払込狩本額，生近額 愉出額
完成年月：涵贔元―-if:―|1958/59|1959-1601958/5911959/6o 

(7~6月） （7~6月） （7~6月） （7~6月）
・---....・一

9.71 13.80: 23.73. 24.47 
1953.11] 4.121 0.88, 5.00i 2.70 1 2.75 I -

I I ・ --• -_ -| -

1953, 11[ 5.00 
--l 0.091 o.81; 0.90 

_1 5.00 2.88. 3.78| ― 
. -I 0.051 0.45, 0.501 - - i -i -（）．05 0.45i(）．51)1 - ！ _ | ＿ 
l 1955.10] 8.151 W.6S: 37.80: 2'1.22 
l -5.(）0-!  5.0()：一
| 1956. 3 57.90 -

-I 5.001 10.UOI 15.0<Jl -
l 

57.90 
（拡張） :m.3ol -I 30．．双）

I 7.50 I 12.32 

. 1958. 315.ooi ―1 15.00| 8.5L 7.93 

525.662m.11;812.77! 445．公）邸8.64

-| 30.(X) 
・--'26.94 
-; 20.89 
-118．ぉ
-I 3.02 

9.()()1 10.85 

3.(）6 
97.30 
0. k)1 
12.18 
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第 3表によって， 1960年10月末日以在で PIDC

が関係したプロジェクトのうち建設の5心了したも

のは53件，

あり，

その建設費総狛は 10低5104カルビ・--e

さらに 6プロジニクト， 総額 5位訟915万）レ

ピーの建股計画がすすめられている。 この完成ブ

ロジニクいのうち民1前資本の参加は 28％にあたる

られたものは 37（牛あり，

8低1277万）レビーであるが，

は約 35%にあたる 2i迎8711万ルビーに送してい

る。

これら53プロジェクトによる年ll:¥I生匹額合計は

上掲の表にみるごとく，

これらの払込狡本総額は

うちすでに民間資本

58--59年股が 4低町76ガ

2徳9900万）レピーであり， PIDCが残余(J)72％に

あたる 7似5204万）レビーの出資をしている。

割合は将来民間資本の進出によって変化するfj痰

(I.)ものであり；

この

ルヒ°―,59......60年度が 6億2151万｝レピ ーであるが，

この額は同年庶におけるパキスタン(J)]：鉱業生I迎

額(/)それぞれ、 25.2%；および30.3％にあたる（注17)。

また当然そうであることが期待さ

れているわけである。 上記の53完成プロジェクト

のうち， 同上期日までに公開株式会社に切り換え
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第4表 Iぐキスタンの鉱工業生産額に占めるPIDCの（立佐

（単位： 100万）レビー）

---~ 工業部門
年度～・――̀＿」1957/58 ! 1958/5911959/60 

梁
匁..,!• 業

D 
＼ （ヽグ中：・小規規 膜樅）） 

E 計 (A+C) 

F PIDC 生産商

G 
l: 

(%) 
豆

51 52 

2,805 3,010 

1,702 1,885 

1,103 1,125 

1,753 1,937 

487.8 

蕊．2

53 

3,150 

2,000 

1,150 

2,053 

621.5 

30.3 

~ ・,．．・ • 
（出所） 前掲第 3表および TheSecond Five Year 
Plan, p. 45より作成。

（注14) PIDC, Annual Report, 1958-59, p. 11. 

（注15) The Second Five Year Plan, pp. 254~ 

255. 

（注16) PIDC, The Role of Pf DC in ti』CImit(st・ 

rial Development of Pallistan, Nov., 1960, p. 12. 

・（注17) 62年初頭の KarachiComm(Jrce誌による

と， PIDC関係工場の年1罰総生；紋額は，バキスク・/(/）

鉱工架生脱額の48％に迩している。 .''Poserto PIDC", 

Karachi Commerce, Jan. 13, 1961, p. L 

また， PIDC関係工場の年1ii]生硲額は， 60~61年皮が

7億6720万ルビー， 61~62年政が 8低6150万'"ビーと

推定されている (Pakistan1960~61, p. 25.）。

m i削幽｝kt

l. 東・西パキスタンの開発

東・西パキ・スタンの両地域における経済的救苑

は， 今日両地域の具質性を説明する条件の一つと

して， しばしば指摘されるところのものである。

それは地迎上の特殊性によるものであるとともに

多分に艇史的な経過によっても制約されてきた。

同教文化が今日のI虹バキスタンに強固な地盤を確

立し， 東進して東ベンガルに大屈の改宗者をみた

時期のペンガルの住民は， その大部分がヒンズー

(l）蚊低カーストに屈する者た‘らであった。 これに

反し， 今日の西バキスクンを構成する地域には，

分離前の回教文化の中心をなす主要ないくつかの

24 

都市がふくまれ， そこでは行政・軍事における有

能な人材の育成が行なわれ， 若干ではあったが商

・ニ菜における災業の経験をうる経済的な背屎が

存在していた。

両地域にみられたかかる質的較差は， 分離後諸

外国より引き楊げてきた商業・賀易斑本の大部分

がカラチに集中し， 主に西バキスタンにおいて民

族資本の成長が行なわれたこと， また中央政府が

国防上の迎虫から終始一貰して西パキスタン俊先

の政策をとったこととともに， 両地域の経済的較

差を拡大する要因となった。酒バキスクンにたい

する束バキスクンの経済的後進fi：しま， その 1人当

たり国民所得によっても知ることができる。

第5表 東・西バキスタンの所得構成 (1957~58年）

東バキ
スタン
西パキ
スタン

•• --・・ ・一 ・-
：国民所得
：の地域配

j 糾iり1人
ヽロ鯰り平所得梢成（％）----・ヽ・ •一..(100万．

分(l,000人） 均所得1 万ルビー）．•一 （）レと・→エ棠・1即業その他］し

1, ooo I 47 I 213 I 6 I 67 切 100
o . . .．.．-

1,150 I 3'l．71 305 I 16 I 45 I 39 I 100 

（出所） Planl山ingCommission, Report of t/ze Pa叫

of Economists mz the Scco11d Five Year Plan, 
Karnchi, 1960』 p.14より作成(l

少なくとも分雛後 10年間にみられた国家の投資

政策の方向は， 西バキスタン璽視の性格を明らか

に示しており，園(})人口の 60％を占める束パキス

クンに対して経済開発計画のために支出された資

金は，総額の 3分の 1以下であった。第 1次5カ

年計面では， 東バキスタン｝こおける鉱工業部門の

開発を幽パキスタンに似先する態度をとったが，

公共部l'りを全休としてみるとき， 実績は依然とし

て西バキスタンにより多くの開発斑金が支出さ

れ， その削合は全体(J)66.5%1"このばった（注18)。

こうした地域的な測発の偏i•E」にたいする批判が

しばしば政治問胆に発展するケースが多いc 地城

間の経済的なパランスをとるうえでもっとも効果



第 6表 PIDC完成ゾロジェクトの地域別・部l11l別投it状況 (19叩年］0月現在）

(Jlt（立： 100/j)レビー）
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的な役割を果たすものは公共部門であり， PIDC

を通｀こる投烈配分には t'は重な考俎が払われること

が要求されてくる。たとえば，第 2次 5カ年計画

に計上された東・西パキスタンに対する PIDCの

支出額は， ほぽ均等に配分され， また過去におけ

る地域別投斑実紐も， 支出類のうえではほぼ同一

規模である。すなわち第 6表にみるごとく， 60年

10月末現在で完成された53プロジェクトの払込資

本総頷10低5104万Jレビーのうち， 束パキスタンに

5低2946万）レピー， カラチ地区も含めた酉バキス

タンに 5似2158万Jレビーの支出がなされている。

このように両地域における PIDC洟l係諸工場の

規捩は， その払込資本の絶対額についてみるかぎ

り， ほぽ同一規模であるが， しかしその内容的側

面には問題とすべき点がある。

その一つは払込資本額に占める民閲姿木の巡出

の度合が両地域においン（著しくり如なることであ

る。すなわち求バキスタンにあっては西パキスク

ンに比し， はるかに民閻資本の進出が積極的に行

なわれており， その割合は同地域における払込資

本総額の約36％に達している。 これに対し西パキ

スタンにおける民間資木のそれは 20％にも涸たな

い。このように PIDC設立の本来の目的意義であ

った民li鞣資本の誘発は， 東バキスタンにおいては

るかに禎極的に行なわれており， 一方西パキスタ

ンでは依然として PIDC斑金に大きく依存するこ

とにより， 工業化がすすめられていることを示し

ている。

また PIDCプロジェクトの部門別構成の面でも

莉しい差災がみられる。すなわち東パキスタンは

ジューけ幼糾・精粘・製紙業などで総額の91.3%

を占め，残り 8.7％が造船・機械製造業によって占

められている。 これにたいし西バ＇キスタンでは化

学工業・鉱業関辿産業などで総tfti(/）83.1％を占め，

紡紐・梢糖・製紙業の比率は 16.9％にすぎない。

束パキスクンでは戯旅臥料』IlJ．ー業が中心をな L,

消費財生迎にその性格が求められるに比し， 洒バ

キスタンではJ~涯原料加工業の比率は低く， 化学

工業・追船・機械製造業・セメント・ガス送配・

鉱業なと基礎的工業部i門が大きな比汀ばを占めてい

る。このように巣パキスクンでの PIDC投資は，

業梱別ではジュート紡組と製紙業の 2者によって

2ぅ



ほとんど占められており， 西バキスクンのそれが

多部1'りにわたる 0)'と対照的である。両地域のかか

る差即・ょ， その他の部11りでも一般にみられるもの

で， たとえば工業開発のエネルギー供給事梢をみ

ても， 東バキスタンではいまだにil.1)J力が不足し，

fB気料も西バキスタン llli位当たり， 1.5アンナに

比し， 束バキスクンは 2.5アンナときわめて割困1j

となっている (tU9)。しかも・・方では， 原料ジュー

トおよびジュー 1、製甜r(J）帷山による I彩大な猥得外

貨は， 財政政策を通じて結果的には西バキスクン

加．．．業開発に支出されている， とする東パキスタ

ン側の民族斑木のィ淋'iがある。かく東・西パキス

タンに対する PlDC投資は，内容的にみるとき，

依然として両地域の経済的11炭差是正の有効な要囚

たりえていない。

2. 民問査本との結合

すでにのべたように， バキスタンの廂業斑本の

前身は，一般的には， インド・バキスタン分離後

諸夕HI閲より引き上げてきた商業・貿易斑本であり，

パキスクンに定珀後， 1次脂品の11愉出と消股財・

生廂財(/)l諭入において急速に利制を梨裕し， 除々

に工業部門に登本投 1̀`を行ないはじめたものであ

る。初期にあっては綿紡紐T．業がその代表的なも

のであったが， PIDCの発足とともにその他のエ

業にも進出し， 少数の同系究本によって：r．業生廂

のかなりの部分が学握される傾向にある。たとえ

ばクパコ，製靴，製紙， 非金屈鉱物などの業種で

は，各 1社がそれぞれ生i崖の52%,57%, 83%, 

24％を占め， ジュート紡組においては 14社中の 4

社で生迎の 62％を占めている。このような独占の

願ll]はその他の.:.E業，たとえばセメント， 木材，

肥料などの部門においてもみられ， いずれの場合

も数社で市場を独占する状限にある (tヤ~o)。とくに

パキスクンの、墜業狩本は伝統的に蒻業・貿易資本
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の性格を強くもち， 直接流遥部［「りと深い関係をも

っている。たとえば大斑本により経営される工場

の製品は， 通常同一斑木系列のドにある商社の手

を通じて販売され） 糸国民間の大登木は生鹿と流

通の両面においてその支削権を確保している。 こ

の領后」は紡租＇i工業においてとくに堵しく， 迎業貧

本は製造業者としての利ii間とともに， r|巾j商人と

しての利潤をも求めているのである（注21)。

PIDCがその設立企業の払い下げにあたって，

結局は一部の民llり大斑本に売却を行なう事実は，

こうした独占似i向をいっそう促進し助長するに大

きな働きをなしていることになる。 59年 3月に行

なわれた払い下げ促進の声lyj， つづいて同年 5月

の外国民！蜀斑本への払い下げも欲迎する旨の声l月

によって， 59年lれにセメント， 梢糖，ジュート，

吸紙その他の工業企業があいついで民l蜀斑本に亮

却された。此述の完成した53プロジェクトで公開

株式会社に切り換えられたもののうち， 民1閲衰本

がその株式の 50％以上を出斑しているエ楊は21エ

楊， その払込資本総頷ほ 3低0317万）レピーに達す

る。

民関資本の進出のとくに若しい工業はジュート

紡鎖である。 ジュート紡糾においては， 60年末現

在でバキスタン国内のジュート工楊数は 14工場で

あったが， PIDCはそのうち12エ掲の建設に捌係

した。そしてさらにそのうち 10.T．場がすでに公開

株式会社に切り換えられ， 民1趾斑木が経営権を常

握している。パキスクンi町内のジュート織機台数

は同時期において8041台であるが，そのうちPIDC

関係の12エ楊で 7750台を保有している。これら12

ジュート工場の払込登本総頷は 2位0117万Jレビー

であるが，このうちPIDCの出烈分は6902万ルヒn-

と34.4％を占めるにたいし， 民間資本は 1徳3215

万｝レビーと全体の65.4％に逹している。 とくにジ



ュート紡禎における最大の固i'，l狩本であるアダム

ジーの三つの工場においてしま， 3000台の織機と 2

万人の労働者を所有し， その台数は国内総織機台

数の37.3％を占め， 生廂'i:'iでも12」...J位の総生粒t揺

の約40％を占めている。 PIDCは59年まではこれ

ら3」．．．場の株式の 20％を所{iしていたが， 60年1|I

に全部売却し， その大部分がアダムジ--賓本であ

る。

ジュート紡糾における， かかる民間斑本の積極

的な巡出の背娯にば， 一連の国際市場の伯労変化

や， 中央政府の諸政策を通じる強力な支援の存在

があったわけであり， その発展の経過は各ジュー

ト紡組会社の株価の推移にもみることができる。

1957---.,58年吸には額廂以下であった大部分のジュ

ート紡組榔i,59年以降急速に膝負している。ア

ミン・ジュート紡糾の楊合， 59年の株式i'irl当率

6.25％ほ60年には 10％と上昇し，これに 5株につ

き1株の無fit配当が行なわれた。ラティフ・パワ

ニィ・ジュ~•卜紡糾の島合も60年には J.O％のi氾当

が行なわれている(tt22)。

上記の民間資本がその株式の50％以上を出資し

ている 21エ楊のうち， アダムジ一淡本は烹つのジ

ュート紡伍'it場と一つの製紙工勘， 一つの化学工

場の計5エ楊をもち， その払込斑本総額は8000万

ルピーに述する。西パキスタンの城大の紡紐工場

の一つであるダーウッド資本も， カルナプリ製紙

工場の約76％の株式を保有 Lて， 同:.i.:楊の経営権

を PIDCより得ている。このほか民間斑木は多く

の場合， 製紙・桔朝・紺j糾・ガス送配・化学Jこ梁

などの工業企業において経営椛を挫っており， ま

た将来の払い下げに備えて探木参加を行なってい

る。これらの炎木の大部分は上述のアダムジー・や

ダーウッドのほかには， ワリカ， ァミン，パワニ

ィ，イスパハニーなどバキスクンの代表的な民問

肉本である。そのIIIにはアミン・ジュート紡糾の

ごとく， いくつかの大資本が株式を分割保有し，

共同で経党する形をとっているケースもある。

すでにのぺたように PIDCの人事についてみて

も， 今l]までその理事の職にあった者のなかには

民間大資本を代表する人物が多数介入している。

たとえば M·A ・イスパハニー，ナシール •A·

シェイク， G・M・アダムジー，モハメッド・ア

リ・ハビプなどである。これらの民間資本がPIDC

との結合に熱；迎をみせる())は，かれらが PIDCの

経営」る 技術．Lの手腕を腐<ii平hlliするゆえにある

のではなく， PIDCを通じ政府からかれらの必要

とする各種扱ll)Jを期待しているからである (t眩 3)。

事実民間訟の参加は， 工業企業設立の当•初の他

険負手!1を PIDCiぐ．よって行ない，その払い下げを

まって進出するという， きわめて科い安全性をと

もなって行なわれ， かつ売去Ilを受けたのちも引き

つづき原料供給， 技術援助などにおける俊先権を

与えられている。

一方， 民Ilil資本への売却の場合に，その払い下

げ価格がしばしば建設毀を下且lる価格で行なわれ

ているとの批判がある。たとえばカルナブリ製紙

；［楊は， 建設費総雑‘i()）6000万）レビーにたい L，公

開株式会社への切り換えにあたっての払込姿本総

額は4600万ルヒ°賣→であった。•またラヤルフ，，--ルの

砒濃工場は建設股 257万）レビーで， その払込資本

額は250万）レビー，ズイール・パック・セメントエ

掲は建設既2960万）レビーにたいし， 払込資本額は

1856万）レビー， メイプル・リーフ・セメントエ楊

ほ建設費心10万）レビーにたいし払込斑本頷は 2750

万）レビーであった（出：24)。

また PIDC関係工場の製品価格についても，大

斑本による独占的な高価格水準の維持が行なわれ

ているとの批判がある。 PIDCの製品価格は，自
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由競争下における私企業と同じ条件のもとに決定

されるわけではなく， その本来の目的である民l闊

資本の誘致のために， 多分に政策的に決定されて

きた。たとえば， カルナプリ製紙工場においては

製品の品質が悪く， その価格はマッチ箱用の甜紙

の楊合， 愉入に要する各種妓用を支払ってもなお

かつスエーデンよりの翰入のほうが廉価であると

いわれる位25)。 l同じような例，つまり外国から柚

入されるhijー製品と位とんど同じか， それよりも

若千麻い価格で販売されているとする批判は， 一

方ではこれらの企業が年々甜い利澗を得ている事

火とあいまって， 常II与限 I~におこっているもので

ある（注26)。

このように民間への払い下げの促進は， 民閥の

庄業資本の育成を怠いだ政笈的なものであるが，

それは一部の大炎本の独占領向を， いっそう強化

し， 助長する方I印tこ五献すると考えられる。それ

ほ抽礎的殺業部f'I]における公共的性格の部分をし

だいに縮小せしめていくことである。第 1次5カ

年計画苔も指摘するように， PIDCが建設したエ

楊の民間狩本への売却は， 慎重な予防措府が講じ

られなければ， 消投者に不利益を与えるような独

岨状限を生むことになるだろぅ．（四）。

3. 機能の重複と分化

PIDCの機能の拡大の限界と，その分化の必要

性に圏し新しい勁きがみられる。すでtこのべたこ＊

とく，中央政府とのOO係についてほ， PIDCはそ

の作成したプロジェクトの立案の承認， 狸事の任

命， 予狩＿．の決定などの基本的事項について政府の

監督をうけるが， その他の点については独自のプ

ランニング｝こ非づき迎営が行なわれる。 しかし

PIDCの規捩がより大きく級雑になると，政府直

屈の経済計画諸機関との機能の重複の閲組がおき

てくる。 PIDCが今日まで行なってきた諸活動は
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迎業省 (Ministryof Inrlustries)の開発担当部門や

計両委貝会 (PlanningBoard)の本来の機能と非常

に類似したものである。しかも PIDCは民II．り企業

体と同じ経営上の礁通性や弾力性をもち， 視状で

は多分に独立した巨大な持株会社の親がある。 し

かし両者の間には本質的な相迎点， つまり政府の

渕係諸機関は PIDCの活動をふくんだより広箱な

国民経済の総合的なりり発計幽担当者であり， その

実施の場の一つに PIDCの存在意義がある，とい

う相述がある。たとえば両者の1川には，立案され

たプロジェクトにたいする価値判断に相迩があり

実際に PIDCのプロジェクト案が，その具体的な

検討沢（王者である産業省や計画委貝会によって不

承認となるケぃ・スがある。また PIDC:／こは徴税，

貯苔， 民1囮退蔵資金の動貝といった財政のもつりlj

0)面の機能はない。それらは計画委貝会のみが松l

係する機能である。したがって PIDCの存在は，

計画委貝会の作製するプログラムの中にあって掘

能するものでないかぎり， その投資活動は，たえ

ず， i曽大をつづける政府支出にすぎなくなるだろ

う。

一方， 62年 2月にダッカで開かれた会合で，

PIDCの機構の拡大にともなう迎営の能率化のた

めに，これを地域別に東・西バキスタンに別骰し，

WPIDCとEPIDCのそれぞれ独立した 2機関に

分化する案が提出され， その後構成された特別委

貝会による検討の結果，同年6月に東・西PIDCが

正式に発足した。この結果，従来の PIDCは発股

的に解泊し，既存および建設中のプロジェクトは，

その所在に応じて束•西 PIDC のいずれかの管理

下におかれることになった（四8)。分化の目的は，

具休的には PIDCの機構の急述な拡大にともなう

事務処迎の能率の停滞を改善すること， OIj発の地

域的偏向を生む中央集椛化をさけること， 地域的



特殊性についての多角的な調査が必要となり， 技

術的に各地域単位のプロジニクト立案および決定

が望ましいことなどである。これら分化の目的・

意義は， PIDCがその迎営上しだいに内包するに

いたった問昭点を別の形で表硯していることにな

る。しかし分化が PIDCの活動の合理化にどのよ

うな彩態を与えるかほ， 今後の動きにまたねばな

らない。

パキスタンの工業開発に占める PIDCの存在価

値は， 多くの問題をふくみながらも，きわめて裔

いものであることほ， 上にのべた一述のTー業企業

設屯の実紹からもいえることであるが， 同時にこ

こではふれなかった多角的な経済的効果の存在に

も注目する必要があろう。

設立された工業企業による新規屈用者数はすで

に6万人に達しているが， かれらの地加は綿紡絞

につぐ近代的な．T．棠労働者の増大を意味する。ま

た技術乱I/棟のために諸外国に派迎された者は 300

人をこえ，多くの外国人技師の招へいが行なわれ，

技術水準の引き上げに大きなエネルギーが支払わ

れている。また地方経済の開発により，•新資源の

開発，新規屈用機会の創出，過大な都市化の阻II:, 

物的下部構造の賂備など多角的な効果が期待され

ている。

これら全国的な規模での経済開発の効果と， と

くに大規模工業労勘者の哨大は， パキスタン経済

の今後の動きに獄要な要因となるだろう。
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